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七

社
会
福
祉
施
設
職
員
等
退
職
手
当
共
済
法
施
行
令
の

一
部
改
正
関
係
（
第
一
〇
条
関
係
）

社
会
福
祉
施
設
職
員
等
退
職
手
当
共
済
法
に
基
づ
く

退
職
手
当
共
済
制
度
の
対
象
と
し
て
、
複
合
型
サ
ー
ビ

ス
福
祉
事
業
を
追
加
す
る
こ
と
と
し
た
。

八

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。
た
だ
し
、
五
の
改
正
規
定
に
つ
い
て

は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

４

現
行
条
約
第
一
三
条
を
改
め
、
不
動
産
、
不
動
産
化

体
株
式
及
び
恒
久
的
施
設
の
事
業
用
資
産
等
の
譲
渡
収

益
に
対
し
て
は
、
不
動
産
等
の
資
産
の
所
在
地
国
に
お

い
て
課
税
で
き
、
破
綻
金
融
機
関
の
株
式
の
譲
渡
収
益

に
対
し
て
は
、
破
綻
金
融
機
関
の
所
在
地
国
に
お
い
て

課
税
で
き
、そ
の
他
の
資
産
の
譲
渡
収
益
に
対
し
て
は
、

源
泉
地
国
に
お
い
て
課
税
を
免
除
さ
れ
る
こ
と
に
つ
い

て
規
定
す
る
。（
第
九
条
関
係
）

５

現
行
条
約
第
一
七
条
を
改
め
、
芸
能
人
又
は
運
動
家

が
個
人
的
活
動
に
よ
っ
て
取
得
す
る
所
得
に
対
し
て

は
、
役
務
提
供
地
国
に
お
い
て
課
税
で
き
る
こ
と
に
つ

い
て
規
定
す
る
。（
第
一
一
条
関
係
）

６

現
行
条
約
第
二
一
条
を
改
め
、
匿
名
組
合
契
約
に
関

連
し
て
取
得
す
る
所
得
は
、
そ
の
所
得
が
生
ず
る
締
約

国
に
お
い
て
課
税
で
き
る
こ
と
に
つ
い
て
規
定
す
る
。

（
第
一
三
条
関
係
）

７

現
行
条
約
第
二
二
条
を
改
め
、
改
正
後
の
条
約
の
各

条
に
規
定
が
な
い
所
得
に
対
し
て
は
、
当
該
所
得
の
受

益
者
の
居
住
地
国
に
お
い
て
の
み
課
税
で
き
る
こ
と
に

つ
い
て
規
定
す
る
。（
第
一
四
条
関
係
）

８

現
行
条
約
に
規
定
を
追
加
し
、
源
泉
地
国
免
税
と
な

る
所
得
に
つ
い
て
、
条
約
上
の
特
典
を
受
け
ら
れ
る
者

を
一
定
の
要
件
を
満
た
す
適
格
者
等
に
限
定
す
る
。（
第

一
五
条
関
係
）

９

現
行
条
約
に
規
定
を
追
加
し
、
改
正
後
の
条
約
の
規

定
又
は
両
締
約
国
に
お
け
る
全
て
の
種
類
の
租
税
に
関

す
る
両
締
約
国
の
法
令
の
規
定
の
運
用
若
し
く
は
執
行

に
関
連
す
る
情
報
を
交
換
す
る
。（
第
一
九
条
関
係
）

10

こ
の
議
定
書
は
、
両
締
約
国
の
国
内
法
上
の
手
続
に

従
っ
て
承
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
の
承
認
を
通

知
す
る
外
交
上
の
公
文
の
交
換
の
日
の
後
三
〇
日
目
の

日
に
効
力
を
生
ず
る
。
ま
た
、
条
約
が
有
効
で
あ
る
限

り
効
力
を
有
す
る
。（
第
二
一
条
関
係
）

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

５

不
動
産
、
不
動
産
化
体
株
式
及
び
恒
久
的
施
設
の
事

業
用
資
産
等
の
譲
渡
収
益
に
対
し
て
は
、
不
動
産
等
の

資
産
の
所
在
地
国
に
お
い
て
課
税
で
き
、
破
綻
金
融
機

関
の
株
式
の
譲
渡
収
益
に
対
し
て
は
、
破
綻
金
融
機
関

の
所
在
地
国
に
お
い
て
課
税
で
き
、
そ
の
他
の
資
産
の

譲
渡
収
益
に
対
し
て
は
、
源
泉
地
国
に
お
い
て
課
税
を

免
除
さ
れ
る
。（
第
一
三
条
関
係
）

６

一
方
の
締
約
国
の
居
住
者
が
勤
務
に
つ
い
て
取
得
す

る
報
酬
に
対
し
て
は
、
一
定
の
場
合
を
除
き
、
そ
の
勤

務
が
他
方
の
締
約
国
内
で
行
わ
れ
る
場
合
の
み
当
該
他

方
の
締
約
国
に
お
い
て
課
税
で
き
る
。
法
人
の
役
員
報

酬
に
対
し
て
は
、
法
人
所
在
地
国
に
お
い
て
課
税
で
き

る
。
芸
能
人
又
は
運
動
家
が
個
人
的
活
動
に
よ
っ
て
取

得
す
る
所
得
に
対
し
て
は
、
役
務
提
供
地
国
に
お
い
て

課
税
で
き
る
。（
第
一
四
条
〜
第
一
六
条
関
係
）

７

一
方
の
締
約
国
の
居
住
者
が
受
益
者
で
あ
る
退
職
年

金
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
報
酬
に
対
し
て
は
、
当
該
一

方
の
締
約
国
に
お
い
て
の
み
課
税
で
き
る
。
一
方
の
締

約
国
の
政
府
等
が
政
府
の
職
務
の
遂
行
に
つ
き
支
払
う

給
与
等
の
報
酬
及
び
退
職
年
金
に
対
し
て
は
、
一
定
の

場
合
を
除
き
、
当
該
一
方
の
締
約
国
に
お
い
て
の
み
課

税
で
き
る
。
教
育
又
は
訓
練
を
受
け
る
こ
と
を
主
た
る

目
的
と
し
て
相
手
国
内
に
滞
在
す
る
学
生
又
は
事
業
修

習
者
が
受
け
取
る
一
定
の
給
付
に
つ
い
て
は
、
相
手
国

に
お
い
て
課
税
を
免
除
さ
れ
る
。（
第
一
七
条
〜
第
一
九

条
関
係
）

◇
所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
の
た

め
の
日
本
国
と
ス
イ
ス
と
の
間
の
条
約
を
改
正
す
る
議

定
書
（
条
約
第
一
三
号
）（
外
務
省
）

こ
の
議
定
書
は
、
日
本
国
と
ス
イ
ス
と
の
間
で
課
税
権

の
調
整
等
を
行
う
と
と
も
に
、
国
際
的
な
脱
税
及
び
租
税

回
避
行
為
の
防
止
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
日
本

国
と
ス
イ
ス
と
の
間
の
現
行
の
租
税
条
約
に
国
際
標
準
に

沿
っ
た
税
務
当
局
間
の
情
報
交
換
に
係
る
規
定
を
新
た
に

設
け
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ

る
。

１

現
行
条
約
第
一
〇
条
を
改
め
、
配
当
に
対
す
る
源
泉

地
国
に
お
け
る
課
税
は
、
親
会
社
が
子
会
社
か
ら
受
け

取
る
配
当
に
つ
い
て
は
、
条
件
に
よ
り
免
除
又
は
五

パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
な
い
税
率
に
よ
り
行
わ
れ
、ま
た
、

そ
の
他
の
配
当
に
つ
い
て
は
、
一
〇
パ
ー
セ
ン
ト
を
超

え
な
い
税
率
で
行
わ
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
規
定
す
る
。

（
第
六
条
関
係
）

２

現
行
条
約
第
一
一
条
を
改
め
、
利
子
に
対
す
る
源
泉

地
国
に
お
け
る
課
税
は
、
一
〇
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
な

い
税
率
に
よ
り
行
わ
れ
る
が
、
政
府
、
中
央
銀
行
、
政

府
が
所
有
す
る
機
関
又
は
金
融
機
関
等
が
取
得
す
る
利

子
等
に
つ
い
て
は
、
源
泉
地
国
に
お
い
て
課
税
を
免
除

さ
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
規
定
す
る
。（
第
七
条
関
係
）

３

現
行
条
約
第
一
二
条
を
改
め
、使
用
料
に
つ
い
て
は
、

源
泉
地
国
に
お
い
て
課
税
を
免
除
さ
れ
る
こ
と
に
つ
い

て
規
定
す
る
。（
第
八
条
関
係
）

◇
所
得
に
対
す
る
租
税
及
び
あ
る
種
の
他
の
租
税
に
関
す

る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本

国
と
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
大
公
国
と
の
間
の
条
約
を
改
正

す
る
議
定
書
（
条
約
第
一
四
号
）（
外
務
省
）

こ
の
議
定
書
は
、
国
際
的
な
脱
税
及
び
租
税
回
避
行
為

の
防
止
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
日
本
国
と
ル
ク

セ
ン
ブ
ル
ク
大
公
国
と
の
間
の
現
行
の
租
税
条
約
の
情
報

交
換
に
係
る
規
定
を
改
め
る
と
と
も
に
、
利
子
免
税
の
対

象
と
な
る
機
関
に
関
す
る
規
定
に
所
要
の
修
正
を
加
え
た

も
の
で
あ
り
、
そ
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

１

現
行
条
約
第
一
一
条
４
を
改
め
、
現
行
条
約
第
一
一

条
３
の
規
定
の
適
用
上
の
両
締
約
国
の
「
中
央
銀
行
」

及
び「
政
府
の
所
有
す
る
金
融
機
関
」を
規
定
す
る
。（
第

一
条
関
係
）

２

現
行
条
約
第
二
八
条
を
改
め
、
両
締
約
国
の
権
限
の

あ
る
当
局
は
、
条
約
の
規
定
の
実
施
又
は
両
締
約
国
若

し
く
は
そ
れ
ら
の
地
方
公
共
団
体
が
課
す
る
全
て
の
種

類
の
租
税
に
関
す
る
両
締
約
国
の
法
令
の
規
定
の
運
用

若
し
く
は
執
行
に
関
連
す
る
情
報
を
交
換
す
る
こ
と
等

に
つ
い
て
規
定
す
る
。（
第
二
条
関
係
）

３

こ
の
議
定
書
は
、
各
締
約
国
の
国
内
法
上
の
手
続
に

従
っ
て
承
認
さ
れ
る
こ
と
を
通
知
す
る
外
交
上
の
公
文

の
交
換
の
日
の
後
三
〇
日
目
の
日
に
効
力
を
生
ず
る
。

（
第
三
条
関
係
）

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び

脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
オ
ラ
ン
ダ
王
国
と
の

間
の
条
約
（
条
約
第
一
五
号
）（
外
務
省
）

こ
の
条
約
は
、
経
済
的
、
人
的
交
流
等
に
伴
っ
て
発
生

す
る
国
際
的
二
重
課
税
の
回
避
等
を
目
的
と
し
て
日
本
国

と
オ
ラ
ン
ダ
王
国
と
の
間
で
課
税
権
の
調
整
等
を
行
う
も

の
で
あ
り
、
そ
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

１

こ
の
条
約
は
、
一
方
又
は
双
方
の
締
約
国
の
居
住
者

で
あ
る
者
に
適
用
す
る
。日
本
国
に
つ
い
て
は
所
得
税
、

法
人
税
及
び
住
民
税
、
オ
ラ
ン
ダ
王
国
に
つ
い
て
は
所

得
税
、賃
金
税
、法
人
税
及
び
配
当
税
に
適
用
す
る
。（
第

一
条
及
び
第
二
条
関
係
）

２

こ
の
条
約
上
、
一
定
の
用
語
は
、
そ
れ
ぞ
れ
こ
の
条

約
に
お
い
て
定
義
さ
れ
た
意
義
を
有
し
、
こ
の
条
約
に

定
義
さ
れ
て
い
な
い
用
語
は
、
各
締
約
国
に
お
い
て
適

用
さ
れ
る
法
令
上
有
す
る
意
義
を
有
す
る
。（
第
三
条
〜

第
五
条
関
係
）

３

不
動
産
所
得
に
対
し
て
は
、
不
動
産
所
在
地
国
に
お

い
て
課
税
で
き
、
一
方
の
締
約
国
の
企
業
の
利
得
に
対

し
て
は
、
当
該
企
業
が
他
方
の
締
約
国
内
に
恒
久
的
施

設
を
有
す
る
場
合
で
、
か
つ
、
当
該
恒
久
的
施
設
に
帰

せ
ら
れ
る
利
得
に
つ
い
て
の
み
当
該
他
方
の
締
約
国
に

お
い
て
課
税
で
き
る
。
一
方
の
締
約
国
の
企
業
が
船
舶

又
は
航
空
機
を
国
際
運
輸
に
運
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て

取
得
す
る
利
得
に
対
し
て
は
、
当
該
一
方
の
締
約
国
に

お
い
て
の
み
課
税
で
き
る
。
両
締
約
国
の
企
業
の
間
に

商
業
上
又
は
資
金
上
特
殊
の
関
係
が
あ
る
と
き
は
、
各

締
約
国
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
関
係
が
な
か
っ
た
も
の
と

し
た
場
合
の
利
得
に
つ
き
課
税
で
き
る
。（
第
六
条
〜
第

九
条
関
係
）

４

配
当
に
対
す
る
源
泉
地
国
に
お
け
る
課
税
は
、
親
会

社
が
子
会
社
か
ら
受
け
取
る
配
当
に
つ
い
て
は
、
条
件

に
よ
り
免
除
又
は
五
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
な
い
税
率
に

よ
り
行
わ
れ
、
ま
た
、
そ
の
他
の
配
当
に
つ
い
て
は
、

一
〇
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
な
い
税
率
に
よ
り
行
わ
れ

る
。
利
子
に
対
す
る
源
泉
地
国
に
お
け
る
課
税
は
、
一

〇
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
な
い
税
率
に
よ
り
行
わ
れ
る

が
、
政
府
、
中
央
銀
行
、
政
府
が
所
有
す
る
機
関
又
は

金
融
機
関
等
が
取
得
す
る
利
子
等
に
つ
い
て
は
、
源
泉

地
国
に
お
い
て
課
税
を
免
除
さ
れ
る
。
使
用
料
に
つ
い

て
は
、
源
泉
地
国
に
お
い
て
課
税
を
免
除
さ
れ
る
。（
第

一
〇
条
〜
第
一
二
条
関
係
）
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